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「JPCERT/CC レポート読者アンケート調査および分析」

調査結果報告書
（2005年9月アンケート実施）

有限責任中間法人JPCERTコーディネーションセンター
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1. 調査の枠組み

u 調査目的
発行開始以来4年が経過するJPCERT/CCレポートの読者に対し、JPCERT/CCレ
ポートの利用方法や内容に関する期待・要望をアンケートによって調査し、今後の
JPCERT/CC レポートの内容の改善を図る。

u 調査対象
JPCERT/CC レポートを配布するメーリングリスト（announce ML）の登録者、ならび
にWeb上のJPCERT/CC レポート読者。

u 調査手法
・Web によるアンケート

-JPCERT/CC レポート中でアンケート実施を告知
-JPCERT/CC Webサイトのトップページでアンケート実施を告知

・回答者は指定のURLにアクセスし、提示されたアンケートに回答

u 調査期間
2005年9月7日（水）～22日（木）（16日間）

u 回答件数
有効回答 355件
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2.1 JPCERT/CC レポートの利用状況

JPCERT/CC レポートの利用の有無

2. 調査結果

脆 弱 性 情 報

はい
95.5%

いいえ
4.5%

一口メモ

はい
81.7%

いいえ
18.3%

(N = 355件)

「脆弱性情報を利用している」との回答は全回答件数（355件）の95.5％、「一口メモを利用している」
との回答は81.7％であった。また、80.8％が脆弱性情報と一口メモの両方を利用していると回答した。

JPCERT/CC レポートの利用の有無
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JPCERT/CC レポートの利用方法

JPCERT/CC レポートの利用方法の上位2つは「組織内の業務で利用しているシステムのセキュ
リティ対策」、「組織内の業務に役立てるための情報の収集」であり、ともに全回答件数（355件）の約
6割と突出している。また、第3位の「顧客に提供したシステムのセキュリティ対策に利用」を含め、主
にセキュリティ対策等の業務に利用されていることがわかる。

230件

207件

86件

58件

53件

40件

38件

32件

11件

35件

0件 50件 100件 150件 200件 250件

組織内の業務で利用しているシステムの
セキュリティ対策に利用

組織内の業務に役立てるための情報として収集

顧客に提供したシステムのセキュリティ対策に利用

組織内でインシデント対応の
重要性についての啓発に利用

組織内でのセキュリティ教育に利用

取引先、外注先のセキュリティ対策に利用

組織内システムの保守契約に利用

セキュリティ関連技術の研究開発に利用

調達等の仕様でJPCERT/CC レポートをセキュリ
ティ対策の情報源として使用するよう指定されている

その他 （自由記述）

(N = 790件)

JPCERT/CC レポートの利用方法（複数回答）
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2.2 JPCERT/CC レポートに対する評価、要望
JPCERT/CC レポートの内容に対する評価

一口メモ

52.7%

26.8%

67.6%

52.4%

62.5%

61.1%

44.5%

63.7%

30.4%

43.9%

35.8%

35.8%

2.8%

9.6%

2.0%

3.7%

1.7%

3.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

?内容に必要な情報が
?含まれている

?必要なタイミングで
?情報が得られる

?内容がわかりやすい

?読みやすい
?レイアウトである

?文章が読みやすい

?内容に関心がある

はい どちらともいえない いいえ

（N = 355件）

84.8%

51.5%

52.1%

55.5%

54.1%

86.2%

14.1%

40.6%

40.3%

36.1%

39.2%

13.2%

7.9%

7.6%

8.5%

6.8%

1.1%

0.6%

0% 25% 50% 75% 100%

脆弱性情報

脆弱性情報については、全回答件数（355件）中、「内容に必要な情報が含まれている」、「内容に関心
がある」とする回答がそれぞれ約8割と突出している。また情報提供のタイミング、内容のわかりやすさ、
レイアウト、文章の読みやすさに対する肯定的な評価が各々半数を上回った。

一口メモについては、肯定的な評価が各項目とも5割から7割と平均している。わかりやすさ、読みや
すさについては脆弱性情報よりも肯定的な評価が多い。情報提供のタイミングについて最多回答が「どち
らともいえない」となっているが、とりあげている情報が必ずしも脆弱性情報のように緊急性の高いわけで
はないことを反映しているものと思われる。

JPCERT/CC レポートの内容に対する評価
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JPCERT/CC レポートで取扱う情報の範囲、内容、

セキュリティ関連情報のほかに希望する情報

内容（要約でよいか）

セキュリティ関連情報のほか
に希望する情報

（複数回答）

その他
 （自由記

述）
4.8%

現在のま
ま（要約）
でよい
73.2%

タイトル
だけで
よい
1.4%

全訳が
ほしい
20.6%

（N = 355件)
（N = 355件）

もっと広
い範囲
の情報
を紹介

してほし
い

8.7%

その他
（自由記

述）
3.7%

もっと
少なくて

よい
0.8%

現在の
ままで
十分で

ある
86.8%

個々の脆
弱性情報
に関する
解説を
つけて
ほしい
41.6%

その他
 （自由
記述）
16.4%

詳しい対
策手順 を
つけてほ

しい
42.0%

（N =  493件)

JPCERT/CC レポートで扱う情報の範囲は、「現在のままで十分である」とした回答は全体の86.8％、
提供される情報は「要約でよい」とした回答は全体の73.2％であり、現状のままでよいとする評価が大
勢を占めた。ほかに希望する情報としては、「個々の脆弱性情報に関する解説」「詳しい対策手順」が
挙げられた。

取り扱う情報の範囲
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142件

35件

4件

190件

0件 50件 100件 150件 200件

RSS配信

携帯電話向 けコンテンツ

その他 （自由記述）

とくになし（自由記述）

（N = 371件)

JPCERT/CC レポートの望ましい発行形態

発行形態に追加して希望する配信方法
（複数回答）

332件

125件

11件

74件

50件

39件

15件

?0件 ?70件 ?140件 ?210件 ?280件 ?350件

?現在のまま
?（メール配信、テキスト形式）

?現在のまま
?（Webページ、テキスト形式）

?メール配信（HTML形式）

?Webページ（HTML形式）

?Webページ
?（PDFダウンロード）

ブログ

?その他 （自由記述）

（N = 646件）

JPCERT/CC レポートの望ましい発行形態については、「現在のまま（メール配信、テキスト形式）」とす
る回答がほとんどで、全回答件数（355件）中の332件（93.5％）であった。「現在のまま（Webページ、テ
キスト形式）」とする回答とあわせると、7割以上が現在の発行形態が望ましいと回答した。

また、現在の発行形態に追加して希望する配信方法については、3割程度がRSS配信を希望すると回
答した。

JPCERT/CC レポートの望ましい発行形態（複数回答）
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JPCERT/CC レポートの望ましい発行頻度

213件

75件

14件

4件

10件

39件

0件 50件 100件 150件 200件 250件

週1回

週2～3回

毎 日1回

1日1回以上

わからない

その 他 （自由記述）

（N = 355件)

JPCERT/CC レポートの望ましい発行頻度は現在の発行頻度と同様の「週1回」とした回答が、
全回答件数（355件）の約6割を占めた。「その他」の自由記述意見として「基本は週1回でよいが、
重要度が高いものは随時」としたものが20件あったことから、重要度が高い情報を臨時で提供し
ている「JPCERT/CC Alert」の位置づけが正しく認知されていない状況もうかがえる。

JPCERT/CC レポートの望ましい発行頻度
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2.3 JPCERT/CC以外の、脆弱性情報、インシデント情報の
主な入手先

790件

836件

446件

308件

207件

259件

?0件 ?250件 ?500件 ?750件 ?1000件

?政府・自治体・財団、その他
?セキュリティ関連の組織団体の

?ウェブサイト、メーリングリスト、広報等

?IT系メディア
?（メールマガジン、ウェブサイト等）

?ベンダ等のウェブサイト、
?メーリングリスト、広報等

?インターネット・コミュニティの
?ウェブサイト、メーリングリスト等

?個人のウェブサイト
?（掲示板・ブログ等）

上記以外

（N = 2,846件）

JPCERT/CC以外の、脆弱性情報、インシデント情報の主な入手先は下記のとおりである。下記の各
カテゴリのうち具体的な入手先としてもっとも多かった回答は、それぞれ「IPA（独立行政法人情報処理
推進機構）」217件、「IT Pro」216件、「Microsoft」205件、「Slashdot Japan」126件、「セキュリティホー
ルmemo」188件であった 。

JPCERT/CC以外の、脆弱性情報、インシデント情報の主な入手先

JPCERT/CC以外の、脆弱性情報、インシデント情報の主な入手先（複数回答）
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毎日必ず確認している脆弱性情報源の有無

188件

310件

96件

116件

155件

?0件 ?100件 ?200件 ?300件 ?400件

?政府・自治体 ・財団、その他
?セキュリティ関連の組織団体の

?ウェブサイト、メーリングリスト、広報等

?IT系メディア
?（メールマガジン、ウェブサイト等）

?ベンダ等のウェブサイト、
?メーリングリスト、広報等

?インターネット・コミュニティの
?ウェブサイト、メーリングリスト等

?個人のウェブサイト
?（掲示板・ブログ等）

（N = 865件）

毎日必ず確認している脆弱性情報源が「ある」とする回答は全回答件数（355件）中210件（59.7％）で
あり、主な情報源は下記のとおりであった。下記の各カテゴリのうち具体的な入手先としてもっとも多
かった回答は、それぞれ「IPA（独立行政法人情報処理推進機構）」46件、「IT Pro」79件、「Microsoft」
39件、「Slashdot Japan」56件、「セキュリティホールmemo」138件であった。

毎日必ず確認している脆弱性情報源の有無（複数回答）
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2.4 JPCERT/CC レポートの利用期間

JPCERT/CC レポートを受信するメールアドレス、レポートの利用期間

JPCERT/CC レポートは、7割近くの回答が、業務用個人メールアドレスで受信しているとした。
JPCERT/CC レポートを他に転送しているとした回答は、全体の6％程度であり、転送先の人数の回答を
見ると、10人から100人程度であった。

また、JPCERT/CC レポートの利用期間は4年以上から1年未満までほぼ均等に分散しており、定期的
に読者が入れ替わっていることがうかがえる（JPCERT/CC レポートは、2001年6月から発行）。

私用個人メール
アドレス
22.8%

業務用個人
メールアドレス

66.5%

業務用
グループアドレス

（登録人数の
自由記述欄）

2.8%

その他
（自由記述）

5.4%
わからない

2.5%（N = 355件)

4年以上
27.0%

3年以上4年未
満

18.0%

1年以上
2年未満

16.6%

1年未満
16.1%

2年以上
3年未満

22.3%

（N = 355件 ）

受信するメールアドレス 利用期間
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JPCERT/CC レポートを知ったきっかけ

209件

37件

54件

19件

29件

46件

?0件 ?50件 ?100件 ?150件 ?200件 ?250件

?Webニュース・記事を見て

?知人、友人から

?上司、同僚から

?雑誌の記事を見て

?セミナー、講習会で聞いて

?その他 （自由記述）

（N = 394件）

JPCERT/CC レポートを知ったきっかけについて最多数の回答は「Webニュース・記事を見て」とした
もので209件あった。「その他」の自由記述では、「JPCERT/CC のWebページで知った」「セキュリティ
ホールmemoで知った」とした回答も見られた。

JPCERT/CC レポートを知ったきっかけ（複数回答）
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使っていない
66.2%

PGP
（GnuPGを

含む）
25.9%

S/MIME
7.9%

（N = 343件)

2.5 PGP署名について

PGP署名は必要か 使用している電子署名の方式

JPCERT/CC レポートにPGP署名がついていることを知っていると、全回答件数（352件）中297件
（84.4％）が回答した。PGP署名が必要であると答えた人は約半数を占めた。

また、使用している電子署名としてPGP署名を挙げた人は、25.9％であった。

はい
47.6%

わからない
11.7%

どちらとも
いえない

33%

いいえ
7.4%

（N = 351件)

PGP署名の必要性、および、使用している電子署名



8

15
© 2005 JPCERT/CC

2.6 回答者のプロフィール

普段使用しているOSの種類（複数回答）
※比率は、全回答件数（355件）に対する比率

普段使用している Web ブラウザ（複数回答）
※比率は、全回答件数（355件）に対する比率

?0件 ?100件 ?200件 ?300件 ?400件

Microsoft Windows

Mac OS X

Linux

?BSD系

?その他UNIX系のOS

?その他 （自由記述）

（N = 710件)

334 件,94.1 %

42件,11 .8%

78件,22.0 %

82件,23.1 %

3件,0.8％

171 件,48.2 %

?0件 ?100件 ?200件 ?300件 ?400件

Microsoft 
Internet Explorer

Firefox

Mozilla

Opera

Netscape

Safari

Lynx/W3m

?その他 （自由記述）

（N = 681件)

262件,73.8%

193件,54.4%

49件,13.8%

54件,15.2%

47件,13.2%

28件,7.8%

28件,7.8%

20件,5.6%

普段使用しているOS、WWWブラウザの最多回答は、それぞれ市場占有率が高いMicrosoft 
Windows、Microsoft Internet Explorerであった。使用数するOSがWindows であると回答したのは
全回答件数（355件）中334件（94.1％）であり、また、WebブラウザがMicrosoft Internet Explorerと
する回答は全回答件数（355件）中262件（73.8％）を占めた。

普段使用しているOSとWebブラウザの種類
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所属組織 職 種（複数回答）

その他
（自由記述）

24.8%

大学または
研究機関

14.6%
その他IT系

企業
35.5%

セキュリティ
ベンダ
2.3%

SIer（System
Integrator）

14.6%

ASP
（Application

Service
Provider）

2.5%

ISP（Internet
Service

Provider）
5.6%

（N = 355件)

回答者が所属する組織は「その他IT系企業」がもっとも多く、全回答件数（355件）中35.5％を占め
た。「ISP, ASP, SIer」に所属するとした回答は合計22.7％であった。

職種は、「サーバ管理者」が28.3％、「ネットワーク管理者」が25.6％と突出して多く、どちらも全回
答件数（355件）の6割近くに上った。

所属組織と職種

184件

203件

77件

15件

42件

48件

27件

21件

45件

56件

?0件 ?100件 ?200件 ?300件

?ネットワーク管理者

?サーバ管理者

?プログラマ（アプリケーション系）

?プログラマ（組み込み系）

研究者

?情報セキュリティコンサルタント

?その他コンサルタント

営業職

管理職

?その他 （自由記述）

（N = 718件）
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24件

105件

146件

60件

20件

?0件 ?40件 ?80件 ?120件 ?160件

なし

?10台未満

?10台以上100台未満

?100台以上1000台未満

?1000台以上

（N = 355件)

管理しているネットワークやサーバの種類、および管理している機器の台数

セキュリティ対策の対象として
管理している機器の台数

262件

123件

141件

13件

16件

?0件 ?75件 ?150件 ?225件 ?300件

?自分の所属する組織の
?業務で使用しているシステム

?顧客のシステム

?家庭内LAN

?その他 （自由記述）

なし

（N = 555件)

管理しているネットワークやサーバの種類のうち、最多の回答は「自分の所属する組織の業務で使用
しているシステム」であり、複数回答全回答件数（555件）中262件（47.2％）であった。

セキュリティ対策の対象として管理している機器（サーバ、クライアントPC、ルータ、L3スイッチなど）
の台数は、「10台以上100台未満」とした回答がもっとも多く146件（41.1％）、次いで「10台未満」とした
回答が105件（29.6％）あった 。

管理しているネットワークやサーバの種類
（複数回答）
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勤務地または居住地

関東
67.0%

近畿
11.5%

東北
2.8%

東海
5.9%

中部北陸
3.7%

九州
3.7%

海外
0.6%

沖縄
0.6%

中国
1.7%

北海道
1.7%

四国
0.8%（N = 355件）

勤務地または居住地は、「関東」とした回答は全体の67.0％であり、大多数を占めた。


